３章　１　サービス改善支援員の取組み事例（１）
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	１　施設種別

	障がい者支援施設　　（旧　知的障がい者入所更生施設）

	2　概要

	　　職員のコミュニケーションの向上によって、一貫性のある利用者支援をめざし、業務マニュアルの改訂に取組んだ。さらにこの取組みで、職員のバーンアウトを予防することを目的とした。
交替勤務の中で職員間の共通理解を深めるためにパソコンを活用し、日々の記録をしている。しかし、パソコンに落とした記録を個々に読み込むだけでは、なぜこの支援方針にしたのかその背景や要因が共有できていない。
この点の改善に向けて、サービス改善支援員とともに職員間のコミュニケーションを図る取組みを行うこととなった。



	3　取組み前の状況・課題

	〇　近年は職員の入れ替わりが多く、キャリアの長い職員と若手職員との間に十分な情報の共有が難しくなっていた。そのため利用者中心の考え方に差が生じ、その結果、個々バラバラの支援となっていた。
強度行動障がいを示す利用者への支援において職員間の情報共有が図れず、ケアカンファレンスで決定した支援方針についても、数日後にはその方針が変わっていた。

〇　情報共有が不十分なため職員個々がストレスを感じ、不適切な支援につながっているのではないかという不安を職員が抱えていた。



	4　取組み経過

	【　施設の取組み経過　】
	【サービス改善支援員の関与】

	職員間の足並みをそろえ、同じ思いを共有することがなぜ必要かを、すべての職員に伝える工夫が足りないと感じた施設長が、現場の中堅リーダーとこの課題のためにどうすればよいかを検討した。
中堅リーダーからは、例えば食事時間を守る等の日課があるにもかかわらず、実行できていないことによって、職員間の不信感につながっているという意見が出た。
（マニュアル改善委員会の創設）

施設長、中堅リーダー、新人職員で構成されたマニュアル改善委員会を創設し、今回の取組みを担当することになった。

（調査）
生活軸（食事・入浴など）を中心にして、実験的に1週間、職員の動きの記録をとり、同時に利用者の生活の様子を下記の３点から観察した。

（１）落ち着いた時間を過ごせたか。
（２）職員の業務の流れはスムーズであったか。
（３）精神的なゆとりがあったか。

（１）（２）（３）の結果を評価して、業務の改善やマニュアルの改訂を行い、サービス改善を図ることを目標とした。
	サービス改善支援員との議論の中で、職員間の情報共有の難しさが挙げられた。

日々の業務連絡で「バタバタした」「ざわざわした」などの職員の感覚は何が原因なのか、その要因や背景を客観的に分析することを提案した。

現状の調査を実施することを助言した。



	（６日間　調査を実施）

調査は事前に実施することを予告した。ただし実施期間は伏せて、日常のありのままを調査できるよう配慮した。
その時の職員の表情や感情など気持ちよく業務できているかどうか、各人が主観的な評価を『にこにこマーク』で記録した。
調査結果は、おおむね『にこにこマーク』でよい評価がついていた。

モニタリングで良い点、悪い点の検証をマニュアル改善委員会で行った。
そこから次のことが見えてきた。

①１日の業務がスムーズに運び、達成感のある日もある。

②各自の役割は果たしているが、スタッフ間の個々の動きがお互いに理解できていない。

③職員の横の動きが見えていないため、仕事の優先順位の共有ができていない。

④現場が「ざわざわする」「いらいらする」などの声があがってきた。

	日中の日課の予定時間を個々の職員が意識しているかどうか行動を調査することから、具体的にみえてくることがあるのではないか。
課題がうきぼりになれば、対応策が検討でき問題解決につながると考えられないかと助言した。
職員の表情や感情など気持ちよく業務できているかどうか、主観的な評価を記録することを助言した。

利用者や職員がにこにこしていたか、ゆとりを持って対応できたかを「にこにこマーク」で記録することを提案した。
　業務がスムーズに運んだ日は、何ができていたのかを確認したところ、「職員間のあうんの呼吸で、利用者の行動やニーズを共有できていたから」との回答があった。

調査の結果からもっと良い点が見えてこないか、良いことやできていることを探してみましょうと提案した。



	調査結果から、よい体験を通じて職員間のコミュニケーションが進み、利用者支援の最優先課題を個別に見出している事例も聞かれ、今回の取組みの成果を施設長、担当職員が評価した。
（職員全員へのフィードバック）
マニュアル改善委員会でのモニタリング、評価を職員に伝えるため、『ワークミーティング』と称してミーティングを開催した。
全員参加できるよう調整し、会議を実施した。

このミーティングで、「生活施設の暮らしを支えるチームとしての支援」を議題に議論した。

例えば、行動障がいの利用者への対応が「うまくいかない」「ざわついた」「ばたついた」のは、何が原因かを分析するように意識が変わり、職員個々が気づきを持つようになった。
支援チーム毎に、担当利用者のよいエピソードを積極的に取り上げた。

	『良いこと探し』とは、アセスメントそのものであり、個別支援計画策定の第一歩であることを施設職員と確認した。




	５　現状（取組み結果の状況）

	【寄り添った支援】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇　アセスメントをしっかり行い、職員全員で個別支援を進めていくことで、落ち着いた雰囲気が　保てるようになり、ざわざわすることがなくなった。

〇　生活支援員の中に余裕ができて、それぞれの利用者に目を向けて、向き合える時間が持てるようになった。
一例だが、拒食傾向にある利用者に対して、ゆっくりと時間をかけて支援することができ、個別支援計画に沿った関わりができ始めた。少しでも食べていただくことができ、その積み重ねが今後の支援につながっていくのではないかということが実感できた。

〇 朝礼や終礼で引継ぎを１日に複数回実施し、お互いの業務の確認ができ、職員のコミュニケーションが図れるようになった。


	６　施設の振り返り・感想

	生活支援員の入職・退職が相次ぐ中で、職員間のコミュニケーションが取りにくくなっていった。
障がい特性への理解が不十分であることが、支援する力の低下を招く結果となった。このことが職員の定着率を下げている現実に、どう対応すべきか悩んでいた。
サービス改善支援員の施設訪問を受け、その基本となる入所施設でのアセスメントの重要性や、利用者のニーズをとらえることで、生活の質を上げることが大切であることに改めて気づいた。

これまでは支援計画が机上のもので、なぜできないかの批判や批評のみであったが、今回の取組みから、本来目指すべき個別支援計画の意図を共有できる糸口をつかめたようである。

集団生活、生活施設の強みを活かした支援・視点での取組みと共に、「一人ひとりの、誰とどこで、どのように暮らしたいのか」が実現することを目指す取組みを行っていきたいと思う。




取組みテーマ


（１）職員間の意思疎通、情報共有の取組み


～業務マニュアルの改訂作業を通じて、


職員間のコミュニケーションを図る～








�　支援員からひとこと　　　　　　　　　





施設の中で職員が「日々どんな思いで業務に携わっているのか、何に悩んでいるのか、問題解決のための課題は何か」を、今回の事業の特徴である対話型支援によって少し明確にされたと思う。


直面する課題への気づきは、すでに管理者もスタッフも十分に持っている。


しかしこのことを全ての職員が共有し、具体的な方法へ結びつけることは、ルーチン業務の中ではなかなか困難であることが、本事業の支援の中でよく分かった。


虐待の芽を早期に発見して、虐待予防のために、本事業のような緩やかな外部からのかかわりが有効ではないかと実感した。








